
３．事業性を⾼めるヒント

全国の先⾏的な事例から学ぶ、環境とビジネスの好循環を⽣みだすための着眼点や⼯夫
を紹介します。

取組をスタートさせる際の⼯夫
環境に良い取組は、⼿間がかかる、規格外品が増えるなど効率が劣る、原材料の仕⼊れ

単価が割⾼といったコスト⾯での課題を抱えるケースが少なくはありません。こうしたこ
とから、継続性の⾼い取組を実現するには、事業の初期段階から買い⼿との関係を築き、
販路を確保していくことが有効な⼿⽴てのひとつとなります。

事例では、⽣活者に近い事業者（流通・販売、飲⾷など）と、⽣産事業者
が協⼒して「売れる」仕組みを構築し、事業を推進・拡⼤している取組が⾒られます。

【関連する主な事例】

 価値観を訴求し⽥植え時点で販路を確保：NPO法⼈岡⼭県⽊村式⾃然栽培実⾏委員会
 社員の環境活動を商品開発に活かす：株式会社岩⽥屋三越
 「販売」側が取り組む循環型農業：株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

⾼く売るための⼯夫
事業の継続性を⾼めるたには、販路の確保にプラスして、農産品や製品の付加価値を向

上を向上させ、より⾼く販売することが重要となります。
事例の中では、六次産業化などの取組に加え、認証制度の活⽤、ブランド化、指標・数

値を活⽤した価値の可視化などにより、共感や理解を育む⼯夫が⾒られます。

【関連する主な事例】

 オーガニック⽶に付加価値をつける/近江⽶振興協会ほか
 ヤマネコ保護への共感で販路を確保する/佐護ヤマネコ稲作研究会
 ⽣産者の”哲学”を可視化する/株式会社電通
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安定的に売るための⼯夫
継続的に事業を安定させるためには、常に新規顧客ばかりを相⼿とするのではなく、⼀度

つながりをもった購買者層をリピーターへと変えていく視点が重要となります。
ヒント集で紹介する取組の中には、環境貢献への共感や地産地消などをキーとしたファ

ン・コミュニティが形成されている例が多くみられます。こうしたコミュニティを安定顧客
化するとともに、予約購買（オーナー制度など）や地元産品の優先購買などを推進すること
で、売上や利益を早期に確定させ、安⼼して⽣産等に取り組むことのできる環境をつくるこ
となどが考えられます。

【関連する主な事例】

 価値の発掘・創出により、作物の多様性を守る/⼭形在来作物研究会
 ファンを増やして棚⽥を守る/NPO法⼈越後妻有⾥⼭協働機構
 農薬不使⽤ゆずのファンを組織化する/国造柚⼦⽣産組合
 共感を育み、在来野菜種の保全につなげる/あいち在来種保存会
 「ほんまもん農産物」を地域で⾷べる/⾅杵市有機農業推進室

研究会というかたちで、在来作物のファンを結びつける
（⼭形在来作物研究会）

⽣産物に加え、体験機会などを提供し、コミュニティを醸成する
（あいち在来種保存会）
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コストを下げるための⼯夫
“もったいない”モデルにもあるように、新たな技術の活⽤や提供先の変更などにより、

これまで廃棄物としてコストをかけて処理せざるを得なかったものを収⼊に変え、採算性
の向上と環境への配慮とを両⽴している事例が⾒られます。

また、これらに資する施設の導⼊などにあたっては、“みんなで取り組む”モデルのように、
共同化やリースの導⼊を図り個々の事業者の負担を軽減することも考えられます。

【関連する主な事例】

 廃棄されていた ながいも⾮⾷⽤部を電気に変える/JAゆうき⻘森
 昆⾍テクノロジーで畜産糞尿を商品に/株式会社ムスカ
 ⾦融機関が循環型経済をプロデュース/⿅児島銀⾏

資⾦調達のための⼯夫
エネルギーやリサイクル、⾷品加⼯等の分野では、環境貢献型事業を⾏うにあたり、

個々の事業者の⾃⼰資⾦のみでは容易ではない設備投資が必要となるケースがあります。
国際的にもESG投資の投資額が拡⼤する中、環境融資などの⾦融商品を準備している⾦

融機関も全国で増えつつあります。
また、近年クラウドファンディングなど、資⾦調達⼿法の多様化も進んでいます。事例

においても、サポーターによる寄付を活⽤しつつ営農型太陽光発電のための設備を整備し
た取組がみられるなど、共感をベースに幅広い⽅々の協⼒や参加を得る可能性も広がって
います。

【関連する主な事例】

 再造林費⽤を上乗せし地元材を買い取る/北都銀⾏
 サポーターの⼒で営農型太陽光発電の設備投資を実現/⼆本松有機農業研究会
 環境ビジネスを成⻑産業ととらえて後押し/滋賀銀⾏
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４．SDGs達成に向けたヒント

SDGsは2030年までに達成すべき⽬標群です。この実現に向けて、取組をより積極的に進
めるためのヒントを、事例の中から紹介します。

“環境負荷の低減”から、環境貢献へ
気候変動に対応するパリ協定の実現に向け、⼤気中の⼆酸化炭素等をより積極的に回収

し、⼟壌中に定着させる⼿法について、社会的な関⼼が集まっています。
⼀次産業の分野であれば、⽔⽥・畑など農地は、管理⽅法によっては、⼟壌中の炭素を

増加させることにつながり、吸収源として貢献できる可能性を有しています。また植物の
幹や根などに、より多くの炭素を固着しながら、農産物を⽣産する品種や技術の開発など
も進んでいます。

⽣物多様性の⾯でも同様に、「いかに環境への影響を⼩さくするか」から、農業を⾏う
ことを通して「いかに⽣態系を豊かにするか」へと、より積極的な取組が⾒られます。

参考となる事例
 農地の維持管理の⼯夫で⽣物多様性を向上/キリンホールディングス株式会社・メルシャン株式会社
 調達から世界を変える/パタゴニア・インターナショナル・インク⽇本⽀社

環境に良い“エコひいき”を
環境に良い取組の継続性を⾼めるポイントの⼀つは「⾼く売ること」。逆に⽣産者等か

ら「⾼く買うこと」で、取組を推進している事例も多く⾒られます。
具体的には、環境への影響が⼩さな⽅法で栽培された⽶などの農産物を⾼く買い取る取

組、森林の間伐材について平均的な単価に対して再造林費⽤等を追加した価格で発電⽤燃
料として買い取る取組などが⾒られます。

参考となる事例
 再造林費⽤を上乗せし地元材を買い取る/北都銀⾏
 「⿂のゆりかご⽔⽥⽶」をJAが⾼く買い取る/滋賀県
 ⾦融機関が循環型経済をプロデュース/⿅児島銀⾏
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